
地域の実情に応じた交通手段の円滑な導入

参考資料２

○ 地域においてコミュニティバス等に求められる

役割は増大しているが、コミュニティバス等とし

て活用の進む区域運行、自家用有償旅客運送等は、

路線バスと比べて法令上例外的な位置付けのまま

となっている。

○ 地域の実情に応じた交通手段を円滑に導入でき

るようにすることが必要。

地域交通に関する現状〈地域の高齢化による交通手段の変化〉
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路線バスと並んで
地域の交通手段として
必須の存在に

（管内で交通手段となっている市区町村数）

※ 地方六団体地方分権改革推進本部事務局

「地域交通に関するアンケート調査」 （平成28年12月） より

コミュニティバス等の活用状況

■ 地方分権改革有識者会議 （提案募集方式）

・コミュニティバス等を路線バス停留所に停車可能とすること（H30.3～）※

・地域公共交通会議における議決方法･協議事項等の整理･明確化（H30.12～）

・自家用有償旅客運送者による少量貨物運送に係る許可手続を地域公共交通会議の協議により簡素化

（H31.3～）※

・コミュニティバスの車庫等の市街化調整区域における開発許可を不要とすること（H31.3～）※

地方の意見も踏まえながら、提案募集制度等により自家用有償旅客運送事業等の交通手段を
活用しやすいものとするための見直しが進んできた。

■ 高齢者の移動手段の確保に関する検討会等

・自家用有償旅客運送者による少量貨物の有償運送を可能とすること（H28.3～）

・交通事業者が委託を受ける場合や交通事業者が実施主体に参画する場合の制度整備（※）

・地域住民だけでなく観光客も輸送対象とすることを法律において明確化（※）

・自家用有償旅客運送の対象となる交通空白地について一定の目安を示し、ガイドラインを策定（※）

・地域公共交通網形成計画に自家用有償旅客運送の導入を位置付けた場合の導入手続の簡素化（※）

■ 未来投資会議

（※ R1.6.21 成長戦略実行計画）

・市町村が主体となる場合における持込み車両の使用や区域運行を可能とすること（H29.8～）

・自家用有償旅客運送に該当せず登録を要しない運送（無償運送）の範囲の明確化（H30.3～）

（※ 執行三団体共同提案）

地域公共交通に係る地方分権

自家用有償旅客運送等に係る最近の制度見直し
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短縮された

変わらない

不明

○ 第４次分権一括法（平成26年6月公布）によって、自家用有償旅客運送に関する事務・権限（登録・
監査等）が、手挙げ方式により国から地方へ移譲された。

移譲を受けた自治体数：８県１１市区町村
栃木県、埼玉県、新潟県、長野県、岡山県、

佐賀県、大分県、鹿児島県、美深町、豊富町、

池田町、五霞町、江東区、横浜市、大和市、

つるぎ町、富山市、山江村、球磨村

事務・権限の移譲状況

【移譲された事務・権限の内容】
・自家用有償運送者の新規登録、更新登録、変更登録等 ・自家用有償運送事業に関する報告徴収、監査等
・輸送の安全又は旅客の利便の確保のための是正措置命令 ・事故報告に係る届出の受理
・業務の廃止に係る届出の受理 ・業務の停止命令及び登録の取消、登録の抹消
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267

1323

関係市町村数

移譲を受けている市町村

都道府県は移譲を受けている市町村

都道府県も移譲を受けていない市町村

○ 登録・変更手続期間の短縮

栃木県

埼玉県

新潟県

長野県岡山県佐賀県

大分県

鹿児島県

美深町
豊富町

池田町

五霞町
江東区

横浜市

大
和
市

つるぎ町

富山市

山江村
球磨村

（都道府県２、
市町村５）

（都道府県２）

（都道府県４、
市町村６）

交通空白地有償運送
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611

短縮された

変わらない

不明

福祉有償運送

（都道府県１、
市町村１）

（都道府県５、
市町村１）

（都道府県２、
市町村９）

☞ 手続期間が半分に短縮さ
れた例がある。

☞ 短縮した理由としては、
運輸支局まで行く手間が
省けたことなどによる事務
の簡素化などが挙げられて
いる。
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把握しやすくなった

特に影響はない

不明

○ 地域公共交通に関する情報把握の向上

（都道府県２、
市町村５）

（都道府県０、
市町村３）

（都道府県６、
市町村３）

【把握しやすくなった情報の例】
☞ 自家用有償旅客運送の利用状況
☞ 市町村や事業者、住民等からの、福祉分野における
移動手段の実情や課題、要望

☞ 事業者の収支状況や利用者ニーズ、事業運営上の課題
☞ 旅客の輸送状況、身体障害者、知的障害者等の移動制
約者の移動の現状

○ 登録事業者数の変化

3
1

4
0

2
7
1

1

－１～５

±０

＋１～５

＋６～１０

都道府県 市町村
（自治体数）

（ＮＰＯ等が運送する福祉有償運送事業者数の増減）

☞ 移譲前後で、登録事業者数に大きな
増減は見られない団体が多い。

☞ 福祉有償運送において、７事業者
（当該団体における９％）増加した
市町村の例がある。

地域公共交通に係る地方公共団体の調整権能強化

①自家用有償旅客運送事業の登録・監査等権限の移譲

移譲のメリット

※ 地方六団体地方分権改革推進本部事務局「地域公共交通に関する調査」 （平成30年2月） より2
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32

80

事業者等への指導や助言の頻度や専門性が増加した

地域公共交通会議において都道府県が積極的に発言するようになった

市町村への情報提供の頻度や迅速性が増加した

登録・監査等について相談がしやすくなった

23 20 32 17 24 92

289 285 311 269 282
294

371 384 391
368 366

405

路線定期運行バス 路線不定期運行バス 区域運行バス 貸切バス タクシー スクールバス等

市町村に移譲するべき 都道府県に移譲するべき 手挙げ方式で自治体に移譲するべき

41.8%
44.5%

39.7% 40.8%

48.0%

（うち都道府県２）

（うち都道府県19） （うち都道府県18）

（うち都道府県１） （うち都道府県１） （うち都道府県１） （うち都道府県１）

（うち都道府県１）

（うち都道府県18）

（うち都道府県17）

（うち都道府県18）
（うち都道府県17）

☞ 手挙げ方式も含め事務・権限を移譲すべきと考える団体が、いずれも概ね４割を超えている。

41.4%
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地域公共交通会議がより円滑に運営できる
住民への周知が迅速にできる

より都道府県と市区町村の連携が図られる
より地方自治体と交通事業者の連携が図られる

交通事業者の手続等の負担軽減になる
地方自治体が地域交通の実情を把握しやすくなる

地域の要望に迅速に対応できる

都道府県

市町村

（自治体数 (※複数回答可））
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都道府県警察

道路管理者

都道府県職員

住民又は旅客

地方運輸(支)局職員

大学教授等(学識経験者)

交通事業者

市町村職員

大いに関与している 一定程度は関与している あまり関与していない

まったく関与していない 該当する委員はいない

☞ 利害が対立する事項等の意見調整役を担っている構成員としては、市町村職員が多く挙げられ、
都道府県職員の関与は比較的小さい。

☞ 合意形成に当たって都道府県による意見調整の必要性については、過半数の団体が認識している。

91

7%

568

47%
509

42%

48

4% 大いに必要である

ある程度は必要である

あまり必要ない

まったく必要ない

（複数回答可）

地域公共交通に係る地方公共団体の調整権能強化

②一般旅客自動車運送事業に関する事務・権限の移譲

事業ごとの事務・権限移譲に対する考え方

一般旅客自動車運送事業の事務・権限の移譲により考えられるメリット

③地域公共交通に対する都道府県の関与

（利害が対立する事項等の意見調整役を担っている構成員）

地域公共交通会議における合意形成

（市区町村の地域公共交通における合意形成に
当たっての都道府県による意見調整の必要性）

自家用有償旅客運送の登録・監査権限を都道府県が移譲を受けたことによる市町村への影響

（権限移譲を受けていない市町村（都道府県は移譲を受けている）２６７団体の回答）

☞都道府県と市町村の関係の強化や、都道府県の姿勢が積極的となる傾向がみられる。

3
※ 地方六団体地方分権改革推進本部事務局「地域公共交通に関する調査」 （平成30年2月） より


